
 

 

   自衛隊及び隊員とその家族に対する差別的な風潮を改め、県民に理解と

協力を求める決議 

 

沖縄県民は、戦争の記憶や米軍統治、本土復帰といった歴史を経て、自衛隊

という存在に複雑な感情を抱えてきた。その思いは深く理解するものであり、

防衛政策への批判や抗議、意見表明は民主主義社会において当然のことであり、

表現の自由として尊重されるべきである。しかし、その表現の自由により「自

衛隊員である」という理由で社会参加の機会が奪われ、隊員や家族の尊厳が傷

つけられることがあってはならない。 

過去には、「自衛隊員である」という理由だけで行政サービスの拒否や教育

現場からの排除、地域行事や社会的な節目への参加を認めないといった行為が

あったことも事実であり、今もなお、隊員や家族が心ない言葉の対象となり、

活動が妨げられる事例が見られる。何よりも文化や教育の場から排除されるこ

とは、地域社会の成熟と多様性、共生の精神を損なうものである。 

自衛隊員は共に暮らす沖縄県民であり、この島嶼県である沖縄県において、

防衛、災害対応、人命救助、緊急搬送や不発弾の処理など、その任務は多岐に

わたり、県民の安全と生活を支える大切な存在である。社会全体がその役割と

努力を正しく理解し、共に支え合うことが望まれる。 

よって、沖縄県議会は、自衛隊及び隊員とその家族に対する差別的な風潮を

改め、県民に対して理解と協力を求める。 

上記のとおり決議する。 

  令和７年10月８日 

                         沖 縄 県 議 会 

 


